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　In developing a pantograph of a high speed train, reducing aerodynamic noise of the pantograph is one of 
the most important subjects. For reducing this noise, suitable configuration of the pantograph head, which has 
a smooth cross section profile, is proposed. However, the pantograph head with a smooth cross section profile 
and the conventional support system of the contact strip sometimes wreaks an undesirable lift force characteris-
tic. Authors are developing a multi-segment pantograph head, which has a new support system for avoiding the 
abnormality of the lift force characteristic. This paper describes the configuration of a prototype of the multi-
segment pantograph head and the validation result of this support system by model analysis and some bench test. 
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１．はじめに

　新幹線用のパンタグラフには低空力騒音特性，安定し

た揚力特性および架線への十分な追従性が必要である。

空力騒音のエネルギはパンタグラフ周りの流速の 6 ～ 8
乗に比例して増加するため１），現状の騒音レベルを維持

して，新幹線を更に高速化するためにはパンタグラフの

空力騒音を大幅に低減する必要がある。空力騒音低減の

ための有効な手法の一つとして，断面形状を平滑化した

舟体の適用が挙げられるが，すり板の摩耗による舟体断

面形状の変化や，トンネル突入時などのパンタグラフ周

りの流れ場の変化に起因して平均揚力が大きく変化する

可能性がある。揚力はその値が過大な場合，トロリ線へ

の著大な応力の作用や，支持点のトロリ線押上量の基準

値超過などの現象を発生させ，その値が過小の場合は，

パンタグラフとトロリ線の安定した接触状態を阻害しパ

ンタグラフおよびトロリ線の損耗を引き起こす。そのた

め，過去の研究では，CFD 解析と最適化手法を組み合

わせた手法により，空力騒音の低減と揚力特性の安定化

を両立する舟体の断面形状（以下，平滑化舟体）を提案

している２）。一方，形状改良以外の方法として，パンタ

グラフの平均揚力を推定し３）～７），推定した平均揚力に

基づいて，パンタグラフの押上力を制御する手法も検討

されている。

　なお，平滑化舟体のようになめらかな外形形状の舟体

に対し，すり板を上下に動作させる追従機構を設けると，

追従機構の動作に伴って，舟体の断面形状が変化し揚力

変動が発生する。そこで，追従機構自身の動作により発

生する揚力変動への対策として，筆者らは新たな追従機

構として多分割舟体を提案している８）。

　本報告では，多分割舟体の集電性能を評価するため，

偏位中央付近のみを試作し，加振試験，モデル計算およ

びしゅう動試験により，従来のパンタグラフ舟体との性

能比較を実施した結果について述べる。

２．高速用パンタグラフ舟体の開発

2. 1　高速用パンタグラフの開発方針

　現行の新幹線の速度域からさらに速度向上を行う場合

に，特に留意が必要と考えられるパンタグラフの要件を

以下に示す。

　①　必要な低空力騒音特性

　②　安定したしゅう動に必要な揚力の安定性

　③　安定したしゅう動に必要な追従性

　本研究では①については貫通孔付きの平滑化舟体と，

舟体を支持する位置を適切に配置することにより，パ

ンタグラフの空力騒音低減を検討している９）。②につい

ては，すり板の摩耗が平均揚力に与える感度について，

平均揚力を推定６）７）・補償することで解決する（図 1）。
③についてはトロリ線に追従する部位の等価質量を低減

することが非常に有効であり，すり板をまくらぎ方向に
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分割した多分割すり板なども使用されている 10）。一方，

1 章でも述べたように，すり板を可動とする追従機構を

平滑化舟体に実装した場合，すり板の動作により舟体の

揚力が変化することが懸念される。したがって，平滑化

した舟体に実装する追従機構は舟体の断面形状を変化さ

せないものであることが望ましい。そこで，本報告では

これらを解決する追従機構として多分割舟体を提案し，

その効果について検証する。多分割舟体の概要図を図 2
に示す。多分割舟体は可動部の等価質量低減のため，す

り板および舟体を左右方向に 10 個程度に分割し，各舟

体が上下に可動する構造である。これにより，追従機構

の動作による平均揚力の変化を低減でき，過去に提案し

た平滑化舟体２）と組み合わせることで，空力騒音の低減，

揚力特性の安定化，追従性の確保の 3 点を達成する。ま

た，さらなる可動部の等価質量の低減による追従性向上

と，すり板の摩擦係数低減による安定したしゅう動の実

現を狙って，C/C 複合材製すり板を適用する。なお，本

報告では次節で述べるように，図 2 の多分割舟体のうち，

中央の 5 個のみ試作し，その動特性について検証する。

2. 2　多分割試作舟体の構造

　本節では，図 3 に示す多分割舟体の動特性確認用の

試作機（以下，試作舟体とする）を製作し，動特性の検

証や離線測定試験を実施した結果について報告する。試

作舟体は図 4 に示すように，すり板支持部に分布的に

配置されたばねで，すり板体を支持する構造となってお

り，図 3 に示すようにすり板体の前後にそれぞれ舟体

外形状を構成する樹脂部材を取り付けることで構成され

る。すり板体と樹脂部材が剛に結合されるため，舟体の

追従機構動作時にも舟体断面形状が変化しないことが特

徴である。また，本試作舟体は多分割舟体の機構検討用

の要素機のため，追従機構は偏位± 200mm の範囲のみ

舟体を 5 分割して製作し，偏位± 200mm より外側の舟
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験結果のコンプライアンスと一致するようモデルのパラ

メータを同定した結果を図 7 に，同定したパラメータを

表 1 に示す。図 7 から同定結果は 50Hz までは実験結果

と良好な一致を示すことが確認できる。なお，同図の試

験結果は約 150 回の平均化の結果，コヒーレンスが 0.5
以下となった箇所についてはプロットしていない。また，

表 1 には新幹線用パンタグラフ PT158 の定数について

も併記した。

3. 2　追随振幅のモデル計算の比較
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４．試作舟体のしゅう動試験

4. 1　試験条件

　パンタグラフ総合試験装置（図 9）を用いて剛体円盤

とのしゅう動環境下で試作舟体，PT158 舟体，および

すり板を多分割化した舟体の例として PS208 舟体の離

線測定試験を実施した。いずれもパンタグラフ枠組は

PT158 を使用し，円盤の周速度は 100km/h，200km/h お

よび 300km/h の 3 速度，加振条件は加振なし条件，架

線の 50m の径間周期に起因した振動を模擬した周波数

で，回転円盤を片振幅 10mm で上下加振した条件（以

下，径間周期加振），および架線の 5m のハンガ間周期

に起因した振動を模擬した周波数で，回転円盤を片振幅

0.5mm で上下加振した条件（以下，ハンガ間周期加振）

の 3 条件である。パンタグラフの集電電流は非通電と，

通電（AC100V，400A）の 2 条件とした。非通電時の

場合の離線検出は 5V の直流電源で構成した離線検出回

路を使用することで電気的に行い，通電時の離線検出は

離線アークに含まれる紫外線を光電子増倍管により測定

した。円盤の左右動の移動範囲は試作舟体を供試体とし

た試験時は偏位± 55mm，それ以外の舟体を供試体とし

た試験時は偏位± 200mm とした。

4. 2　非通電時の離線測定結果

　非通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時間

の測定結果をそれぞれ図 10 と図 11 に示す。各図ともに

図 (a) は加振なし条件，図 (b) は径間周期加振条件，図

(c) はハンガ間周期加振条件である。また，図 10(b) お
よび図 10(c) には，回転円盤の上下加振周波数も示し

た。本結果から，各条件ともに円盤速度の上昇とともに

離線率や最大離線時間が増加する傾向があることが確認

される。また，PT158 舟体の離線率に対し，試作舟体や

PS208 舟体の離線率は平均的には約 90%，300km/h の

条件において約 80% 低減されていることが確認される。

試作舟体の離線率が PT158 舟体に対して全ての条件で

低い理由としては，試作舟体の追随性が十分確保されて

いることに加え，試作舟体のみがカーボン系すり板を適

用されていることにより，すり板とトロリ線間の摩擦係

数が低く，しゅう動状態が安定している点があげられる。

また，図 11 から最大離線時間は条件毎のばらつきが大

きくなるものの，試作舟体，PS208 舟体ともに PT158
舟体に対する優位性が確認される。

4. 3　通電時の離線測定結果

　通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時間の

測定結果をそれぞれ図 12 と図 13 に示す。各図ともに

図９　パンタグラフ総合試験装置
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り板を多分割化した舟体の例としてPS208舟体の離線測

定試験を実施した。いずれもパンタグラフ枠組はPT158
を使用し，円盤の周速度は100km/h，200km/hおよび

300km/hの3速度，加振条件は加振なし条件，架線の50m
の径間周期に起因した振動を模擬した周波数で，回転円

盤を片振幅10mmで上下加振した条件（以下，径間周期

加振），および架線の5mのハンガ間周期に起因した振

動を模擬した周波数で，回転円盤を片振幅0.5mmで上下

加振した条件（以下，ハンガ間周期加振）の3条件であ

る。パンタグラフの集電電流は非通電と，通電

（AC100V，400A）の2条件とした。非通電時の場合の

離線検出は5Vの直流電源で構成した離線検出回路を使

用することで電気的に行い，通電時の離線検出は離線ア

ークに含まれる紫外線を光電子増倍管により測定した。

円盤の左右動の移動範囲は試作舟体を供試体とした試験

時は偏位±55mm，それ以外の舟体を供試体とした試験

時は偏位±200mmとした。 

 
4．2 非通電時の離線測定結果 
 非通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時

間の測定結果をそれぞれ図10と図11に示す。各図ともに

図(a)は加振なし条件，図(b)は径間周期加振条件，図(c)

はハンガ間周期加振条件である。また，図10(b)および

図10(c)には，回転円盤の上下加振周波数も示した。本

結果から，各条件ともに円盤速度の上昇とともに離線率

や最大離線時間が増加する傾向があることが確認される。

また，PT158舟体の離線率に対し，試作舟体やPS208舟
体の離線率が平均的には約90%，300km/hの条件におい

て約80%低減されていることが確認される。試作舟体の

離線率がPT158舟体に対して全ての条件で低い理由とし

ては，試作舟体の追随性が十分確保されていることに加

え，試作舟体のみがカーボン系すり板を適用されている

ことにより，すり板とトロリ線間の摩擦係数が低く，し

ゅう動状態が安定している点があげられる。また，図11
から最大離線時間は条件毎のばらつきが大きくなるもの

の，試作舟体，PS208舟体ともにPT158舟体に対する優

位性が確認される。 

 
4．3 通電時の離線測定結果 

通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時間の

測定結果をそれぞれ図12と図13に示す。各図ともに図

パンタグラフ

模擬架線

左右動

上下加振

上下動

パンタグラフ架台

回転
回転円盤

図9 パンタグラフ総合試験装置 

(a) 模式図 

(b) 試験写真 

試作舟体

回転円盤

図10 離線率測定結果（非通電） 

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

試作舟体+PT158枠組
PT158パンタグラフ
PS208舟体+PT158枠組

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

加振周波数 0.6Hz            1.1Hz  1.7Hz

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

加振周波数 5.6Hz            11.1Hz  16.7Hz

(a) 加振なし 

(b) 径間周期加振 

(c) ハンガ間周期加振 

図 10　離線率測定結果（非通電）

4．試作舟体のしゅう動試験 
 
4．1 試験条件 
 パンタグラフ総合試験装置（図9）を用いて剛体円盤

とのしゅう動環境下で試作舟体，PT158舟体，およびす

り板を多分割化した舟体の例としてPS208舟体の離線測

定試験を実施した。いずれもパンタグラフ枠組はPT158
を使用し，円盤の周速度は100km/h，200km/hおよび

300km/hの3速度，加振条件は加振なし条件，架線の50m
の径間周期に起因した振動を模擬した周波数で，回転円

盤を片振幅10mmで上下加振した条件（以下，径間周期

加振），および架線の5mのハンガ間周期に起因した振

動を模擬した周波数で，回転円盤を片振幅0.5mmで上下

加振した条件（以下，ハンガ間周期加振）の3条件であ

る。パンタグラフの集電電流は非通電と，通電

（AC100V，400A）の2条件とした。非通電時の場合の

離線検出は5Vの直流電源で構成した離線検出回路を使

用することで電気的に行い，通電時の離線検出は離線ア

ークに含まれる紫外線を光電子増倍管により測定した。

円盤の左右動の移動範囲は試作舟体を供試体とした試験

時は偏位±55mm，それ以外の舟体を供試体とした試験

時は偏位±200mmとした。 

 
4．2 非通電時の離線測定結果 
 非通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時

間の測定結果をそれぞれ図10と図11に示す。各図ともに

図(a)は加振なし条件，図(b)は径間周期加振条件，図(c)

はハンガ間周期加振条件である。また，図10(b)および

図10(c)には，回転円盤の上下加振周波数も示した。本

結果から，各条件ともに円盤速度の上昇とともに離線率

や最大離線時間が増加する傾向があることが確認される。

また，PT158舟体の離線率に対し，試作舟体やPS208舟
体の離線率が平均的には約90%，300km/hの条件におい

て約80%低減されていることが確認される。試作舟体の

離線率がPT158舟体に対して全ての条件で低い理由とし

ては，試作舟体の追随性が十分確保されていることに加

え，試作舟体のみがカーボン系すり板を適用されている

ことにより，すり板とトロリ線間の摩擦係数が低く，し

ゅう動状態が安定している点があげられる。また，図11
から最大離線時間は条件毎のばらつきが大きくなるもの

の，試作舟体，PS208舟体ともにPT158舟体に対する優

位性が確認される。 

 
4．3 通電時の離線測定結果 

通電時のしゅう動試験の離線率および最大離線時間の

測定結果をそれぞれ図12と図13に示す。各図ともに図

パンタグラフ

模擬架線

左右動

上下加振

上下動

パンタグラフ架台

回転
回転円盤

図9 パンタグラフ総合試験装置 

(a) 模式図 

(b) 試験写真 

試作舟体

回転円盤

図10 離線率測定結果（非通電） 

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

試作舟体+PT158枠組
PT158パンタグラフ
PS208舟体+PT158枠組

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

加振周波数 0.6Hz            1.1Hz  1.7Hz

0

10

20

30

40

50

0 100 200 300 400

離
線
率

(%
)

速度(km/h)

加振周波数 5.6Hz            11.1Hz  16.7Hz

(a) 加振なし 

(b) 径間周期加振 

(c) ハンガ間周期加振 



RTRI  REPORT  Vol. 33,  No. 6, Jun. 2019 45

特集：電力技術

図 (a) ～ (c) の条件は 4.2 節と同様である。本結果から，

通電条件や加振条件によらず PT158 舟体は円盤速度の

上昇とともに離線率が増加する傾向にある。これに対し，

試作舟体は 300km/h 以外の速度では離線の発生がほと

んど確認されず，300km/h での離線率も PT158 舟体に

対し，およそ半減していることが確認される。

　次に，試作舟体と PS208 舟体との比較において，両

者の離線率はほぼ同等であるが，図 10 では試作舟体の

離線率が低く，図 12 では試作舟体の離線率が若干高く

なっている。この要因として，試作舟体は図 14 に示す

ように，すり板摺動部の後縁側にテーパがついた非しゅ

う動部（図 14 赤破線部位）が存在し，この部位にアー

クが生じることで，アーク長が伸びやすく，離線アーク

が測定器から観測されやすくなっている可能性が想定さ

れる。本推測は試験後の試作舟体の当該部位にアーク

痕が多数観察されたこととも一致する。さらに，集電電

流がない場合にはカーボン系すり板が取り付けられた試

作舟体は，鉄系焼結合金すり板が取り付けられた PS208

図 11　最大離線時間測定結果（非通電）

(a)～(c)の条件は4.2節と同様である。本結果から，通電

条件や加振条件によらずPT158舟体は円盤速度の上昇と

ともに離線率が増加する傾向にある。これに対し，試作

舟体は300km/h以外の速度では離線の発生がほとんど確

認されず，300km/hでの離線率もPT158舟体に対し，お

よそ半減していることが確認される。 
次に，試作舟体とPS208舟体との比較において，両者

の離線率はほぼ同等であるが，図10では試作舟体の離線

率が低く，図12では試作舟体の離線率が若干高くなって

いる。この要因として，試作舟体は図14に示すように，

すり板摺動部の後縁側にテーパがついた非しゅう動部

（図14赤破線部位）が存在し，この部位にアークが生じ

ることで，アーク長が伸びやすく，離線アークが測定器

から観測されやすくなっている可能性が想定される。本

推測は試験後の試作舟体の当該部位にアーク痕が多数観

察されたこととも一致する。さらに，集電電流がない場

合にはカーボン系すり板が取り付けられた試作舟体は，

鉄系焼結合金すり板が取り付けられたPS208舟体と比べ，

カーボンの自己潤滑性によりしゅう動状態が安定してい

たのに対し，通電時は電流による電気接点の温度上昇に

より，PS208舟体でも十分な潤滑効果が得られ，しゅう

動状態の差異が少なくなった可能性も想定される。ただ

し，図13の結果から，最大離線時間での比較では，試作

舟体とPS208舟体はほぼ同等の結果であったため，前者

の推測についてはさらなる検証が必要である。 
また，図12と図10との比較から，通電時の離線アーク

検出による離線率は，通電なしの条件における電圧式離

線の離線率と比較して1/10程度の値となっている。この

理由は離線アークが舟体やトロリ線の影となった条件で

は観測されないこと，交流の集電電流のゼロ点付近では

機械的に離線が発生してもアークが生じないことなどに

よるものと推測される。 
以上の結果より，試作舟体は通電の有無にかかわらず，

良好な追従性能を有していることが確認された。  

 

5．おわりに 
 
本報告では新幹線で速度向上を行う際に必要とされる

低空力騒音特性・揚力特性と追従性を両立させるための

機構として，多分割舟体の有効性を検証した。本研究で

得られた成果を以下に示す。 
(1) 多分割舟体はPT158舟体に対し，可動部の軽量化と

ばね定数の適正設計の効果により大幅に追従性が向

上する。また，すり板を多分割化したパンタグラフ

と比較しても多分割舟体は，高速走行時にハンガ間

周期に起因した周波数帯において，概ね同等の追従

性能を有する。 
(2) 多分割舟体はPT158舟体と比べて，パンタグラフ総

合試験装置で300km/hまでの離線率が大幅に低減さ

れ，PS208舟体と概ね同等の離線率特性を有する。

この理由としては舟体の追随性が十分確保されてい

ることに加え，カーボン系すり板の適用により，す

り板とトロリ線間の摩擦係数が低くなり，しゅう動

状態が安定したためと考えられる。 
今後は多分割舟体の実機を製作し，空力騒音特性，揚

力特性などを含めた性能検証を進めていく予定である。 
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図 12　離線率測定結果（通電（400A））
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